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(57)【要約】
【課題】基地局と端末が通信する無線通信システムにお
いて、基地局から送信されるデータ信号復調用参照信号
を効率的にサポートすることができる基地局、端末、通
信システムおよび通信方法を提供する。
【解決手段】端末と通信を行う基地局であって、前記基
地局は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信
号を復調するための既知信号であるデータ信号復調用参
照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるス
クランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成
する制御信号を送信する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　端末と通信を行う基地局であって、
　前記基地局は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送信することを特徴とする基地局。
【請求項２】
　前記制御信号は、３種類以上の前記スクランブル符号を生成するための前記制御情報を
含んで構成されることを特徴とする請求項１に記載の基地局。
【請求項３】
　前記制御信号は、
　前記データ信号の空間多重数を示す制御情報と、
　前記データ信号のコードワード数が１および前記空間多重数が２以上の場合に、２種類
以上の前記スクランブル符号を生成するための前記制御情報を含んで構成されることを特
徴とする請求項１に記載の基地局。
【請求項４】
　前記制御信号は、
　前記データ信号の空間多重数を示す制御情報と、
　前記データ信号のコードワード数が２および前記空間多重数が３以上の場合に、２種類
以上の前記スクランブル符号を生成するための前記制御情報を含んで構成されることを特
徴とする請求項１に記載の基地局。
【請求項５】
　前記制御信号は、前記データ信号を送信するレイヤーとは異なるレイヤーを用いるＲＲ
Ｃシグナリングにより送信されることを特徴とする請求項１に記載の基地局。
【請求項６】
　基地局が端末に対して第1の送信モードまたは前記第１の送信モードとは異なる第２の
送信モードを設定できる通信システムにおける基地局であって、
　前記基地局は、
　前記端末に対して前記第２の送信モードを設定し、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記デ
ータ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで
構成する制御信号を送信することを特徴とする基地局。
【請求項７】
　端末と通信を行う基地局であって、
　前記基地局は、
　Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記第３の制御信号を復調するための
既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれる
スクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する第１の制御信号または第２
の制御信号を送信することを特徴とする基地局。
【請求項８】
　基地局と通信を行う端末であって、
　前記端末は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を受信し、
　前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別することを特徴とする
端末。
【請求項９】
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　基地局が端末に対して第1の送信モードまたは前記第１の送信モードとは異なる第２の
送信モードを設定できる通信システムにおける端末であって、
　前記端末は、
　前記基地局から前記第２の送信モードが設定され、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記デ
ータ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで
構成する制御信号を受信し、
　前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別することを特徴とする
端末。
【請求項１０】
　基地局と通信を行う端末であって、
　前記端末は、
　Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記第３の制御信号を復調するための
既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれる
スクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する第１の制御信号または第２
の制御信号を送信することを受信し、
　前記第１の制御信号または前記第２の制御信号に基づいて、前記データ信号復調用参照
信号を識別することを特徴とする端末。
【請求項１１】
　基地局と端末が通信を行う通信システムであって、
　前記基地局は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送信し、
　前記端末は、
　前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信号と、前記制御信号を受信し、
　前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識
別する
　ことを特徴とする通信システム。
【請求項１２】
　基地局が端末に対して第1の送信モードまたは前記第１の送信モードとは異なる第２の
送信モードを設定できる通信システムであって、
　前記基地局は、
　前記端末に対して前記第２の送信モードを設定し、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記デ
ータ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで
構成する制御信号を送信し、
　前記端末は、
　前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信号と、前記制御信号を受信し、
　前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識
別する
　ことを特徴とする通信システム。
【請求項１３】
　基地局と端末が通信を行う通信システムであって、
　前記基地局は、
　Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記第３の制御信号を復調するための
既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれる
スクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する第１の制御信号または第２
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の制御信号を送信し、
　前記端末は、
　前記第３の制御信号と、前記データ信号復調用参照信号と、前記第１の制御信号または
前記第２の制御信号を受信し、
　前記第１の制御信号または前記第２の制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前
記データ信号復調用参照信号を識別する
　ことを特徴とする通信システム。
【請求項１４】
　端末と通信を行う基地局の通信方法であって、
　前記基地局は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送信するステップを有することを特
徴とする通信方法。
【請求項１５】
　基地局と通信を行う端末の通信方法であって、
　前記端末は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を受信するステップと、
　前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別するステップを有する
ことを特徴とする通信方法。
【請求項１６】
　基地局と端末が通信を行う通信システムの通信方法であって、
　前記基地局は、
　前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデー
タ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を
生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送信するステップと、
　前記端末は、
　前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信号と、前記制御信号を受信するステッ
プと、
　前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識
別するステップを有する
　ことを特徴とする通信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基地局、端末、通信システムおよび通信方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　３ＧＰＰ（Ｔｈｉｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅ
ｃｔ）によるＷＣＤＭＡ（Ｗｉｄｅｂａｎｄ　Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉ
ｐｌｅ　Ａｃｃｅｓｓ）、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）、ＬＴＥ
－Ａ（ＬＴＥ－Ａｄｖａｎｃｅｄ）やＩＥＥＥ（Ｔｈｅ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ）によるＷ
ｉｒｅｌｅｓｓ　ＬＡＮ、ＷｉＭＡＸ（Ｗｏｒｌｄｗｉｄｅ　Ｉｎｔｅｒｏｐｅｒａｂｉ
ｌｉｔｙ　ｆｏｒ　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ　Ａｃｃｅｓｓ）のような無線通信システムでは
、基地局（セル、送信局、送信装置、ｅＮｏｄｅＢ）および端末（移動端末、受信局、移
動局、受信装置、ＵＥ（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ））に、複数の送受信アンテナを
それぞれ備え、ＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉ　Ｏｕｔｐｕｔ）技術に
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より、高速なデータ伝送を実現することができる。
【０００３】
　そのような無線通信システムでは、基地局および端末間で共に既知の信号で構成される
伝送路状況測定用参照信号（ＣＳＩ－ＲＳ；Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍ
ａｔｉｏｎ－Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）、パイロット信号、既知信号）を用い
ることによって、基地局と端末との間の伝送路状況を測定し、その測定結果に基づいて、
変調方式および符号化率（ＭＣＳ；Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃ
ｈｅｍｅ）、空間多重数（レイヤー数、ランク数）、プレコーディング重み（プレコーデ
ィング行列、プレコーダ）などを適応的に制御することで、より効率的なデータ伝送を実
現することができる。
【０００４】
　また、基地局は、端末に対してデータ信号を送信する場合、基地局および端末間で共に
既知の信号で構成されるデータ信号復調用参照信号（ＤＭＲＳ；Ｄｅｍｏｄｕｌａｔｉｏ
ｎ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ、ＵＥ－ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ＲＳ）を多重して送
信する。そのデータ信号復調用参照信号は、端末に対するプレコーディング処理を行う前
にデータ信号に対して多重されることができる。そのため、端末は、そのデータ信号復調
用参照信号を用いることによって、基地局が行うプレコーディング処理および伝送路状況
を含めた等化チャネルを測定することができる。例えば、非特許文献１で記載された方法
を用いることができる。これにより、端末は基地局が行うプレコーディング処理を知らな
くとも、基地局が送信するデータ信号を復調処理することができる。
【０００５】
　一方、カバレッジの広いマクロ基地局と、そのマクロ基地局よりもカバレッジの狭いＲ
ＲＨ（Ｒｅｍｏｔｅ　Ｒａｄｉｏ　Ｈｅａｄ）によりヘテロジーニアスネットワーク構成
を用いた無線通信システムを構築することができる。図１３は、ヘテロジーニアスネット
ワーク構成を用いた無線通信システムの概要図である。図１３に示す例では、マクロ基地
局１３０１、ＲＲＨ１３０２、ＲＲＨ１３０３によりヘテロジーニアスネットワーク構成
を行なっている。マクロ基地局１３０１はカバレッジ１３０５を構築し、ＲＲＨ１３０２
およびＲＲＨ１３０３はそれぞれカバレッジ１３０６およびカバレッジ１３０７を構築し
ている。また、マクロ基地局１３０１は、ＲＲＨ１３０２と回線１３０８を通じて接続し
ており、ＲＲＨ１３０３と回線１３０９を通じて接続している。これにより、マクロ基地
局１３０１は、ＲＲＨ１３０２およびＲＲＨ１３０３と制御信号やデータ信号を送受信す
ることができる。回線１３０８および回線１３０９は、それぞれ光ファイバ等の有線回線
やリレー技術を用いた無線回線を用いることができる。このとき、マクロ基地局１３０１
、ＲＲＨ１３０２、ＲＲＨ１３０３がそれぞれ一部または全部が同一の周波数（リソース
）を用いることで、カバレッジ１３０５のエリア内の総合的な周波数利用効率（伝送容量
）が向上できる。
【０００６】
　端末１３０４は、カバレッジ１３０６の中に位置している場合、ＲＲＨ１３０２とシン
グルセル通信することができる。さらに、端末１３０４がカバレッジ１３０６の端付近（
セルエッジ）に位置する場合、マクロ基地局１３０１からの同一チャネル干渉に対する対
策が必要になる。マクロ基地局１３０１とＲＲＨ１３０２とのマルチセル通信（協調通信
）として、隣接基地局間で互いに協調する基地局間協調通信を行うことにより、セルエッ
ジ領域の端末１３０４に対する干渉を軽減または抑圧する方法が検討されている。例えば
、非特許文献２にそのような方式として、ＣｏＭＰ（Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｖｅ　Ｍｕｌｔ
ｉｐｏｉｎｔ）伝送方式などが検討されている。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅ
ｃｔ；　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒａｄｉｏ　
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Ａｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ；　Ｅｖｏｌｖｅｄ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｔｅｒｒｅｓ
ｔｒｉａｌ　Ｒａｄｉｏ　Ａｃｃｅｓｓ　（Ｅ－ＵＴＲＡ）；Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｌａｙ
ｅｒ　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ　（Ｒｅｌｅａｓｅ　１０）、２０１０年１２月、３ＧＰＰ
　ＴＳ　３６．２１３　Ｖ１０．０．１　（２０１０－１２）。
【非特許文献２】３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅ
ｃｔ；Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐ　Ｒａｄｉｏ　Ａ
ｃｃｅｓｓ　Ｎｅｔｗｏｒｋ；Ｆｕｒｔｈｅｒ　Ａｄｖａｎｃｅｍｅｎｔｓ　ｆｏｒ　Ｅ
－ＵＴＲＡ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｌａｙｅｒ　Ａｓｐｅｃｔｓ（Ｒｅｌｅａｓｅ　９）、
２０１０年３月、３ＧＰＰ　ＴＲ　３６．８１４　Ｖ９．０．０　（２０１０－０３）。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、協調通信することができる無線通信システムにおいて、複数の基地局が
、それぞれ異なる端末に対して送信するデータ信号復調用参照信号が同一の場合、互いに
干渉することになる。そのため、それぞれの端末が受信するデータ信号復調用参照信号の
品質が劣化することになり、伝送効率の向上が妨げられる要因となっていた。
【０００９】
　本発明は、上記問題を鑑みてなされたものであり、その目的は、基地局と端末が通信す
る無線通信システムにおいて、基地局から送信されるデータ信号復調用参照信号を効率的
にサポートすることができる基地局、端末、通信システムおよび通信方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　（１）この発明は上述した課題を解決するためになされたもので、本発明の一態様によ
る基地局は、端末と通信を行う基地局であって、前記基地局は、前記端末に対するデータ
信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、
前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を
含んで構成する制御信号を送信することを特徴とする。
【００１１】
　（２）また、本発明の一態様による基地局装置は上記の基地局装置であって、前記制御
信号は、３種類以上の前記スクランブル符号を生成するための前記制御情報を含んで構成
されることを特徴とする。
【００１２】
　（３）また、本発明の一態様による基地局装置は上記の基地局装置であって、前記制御
信号は、前記データ信号の空間多重数を示す制御情報と、前記データ信号のコードワード
数が１および前記空間多重数が２以上の場合に、２種類以上の前記スクランブル符号を生
成するための前記制御情報を含んで構成されることを特徴とする。
【００１３】
　（４）また、本発明の一態様による基地局装置は上記の基地局装置であって、前記制御
信号は、前記データ信号の空間多重数を示す制御情報と、前記データ信号のコードワード
数が２および前記空間多重数が３以上の場合に、２種類以上の前記スクランブル符号を生
成するための前記制御情報を含んで構成されることを特徴とする。
【００１４】
　（５）また、本発明の一態様による基地局装置は上記の基地局装置であって、前記制御
信号は、前記データ信号を送信するレイヤーとは異なるレイヤーを用いるＲＲＣシグナリ
ングにより送信されることを特徴とする。
【００１５】
　（６）また、本発明の一態様による基地局は、基地局が端末に対して第1の送信モード
または前記第１の送信モードとは異なる第２の送信モードを設定できる通信システムにお
ける基地局であって、前記基地局は、前記端末に対して前記第２の送信モードを設定し、
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前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデータ
信号復調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記デー
タ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構
成する制御信号を送信することを特徴とする。
【００１６】
　（７）また、本発明の一態様による基地局は、端末と通信を行う基地局であって、前記
基地局は、Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記第３の制御信号を復調す
るための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に
含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する第１の制御信号ま
たは第２の制御信号を送信することを特徴とする。
【００１７】
　（８）また、本発明の一態様による端末は、基地局と通信を行う端末であって、前記端
末は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号である
データ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符
号を生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を受信し、前記制御情報に基づい
て、前記データ信号復調用参照信号を識別することを特徴とする。
【００１８】
　（９）また、本発明の一態様による端末は、基地局が端末に対して第1の送信モードま
たは前記第１の送信モードとは異なる第２の送信モードを設定できる通信システムにおけ
る端末であって、前記端末は、前記基地局から前記第２の送信モードが設定され、前記端
末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデータ信号復
調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記データ信号
復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する
制御信号を受信し、前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別する
ことを特徴とする。
【００１９】
　（１０）また、本発明の一態様による端末は、基地局と通信を行う端末であって、前記
端末は、Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記第３の制御信号を復調する
ための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含
まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する第１の制御信号また
は第２の制御信号を送信することを受信し、前記第１の制御信号または前記第２の制御信
号に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別することを特徴とする。
【００２０】
　（１１）また、本発明の一態様による通信システムは、基地局と端末が通信を行う通信
システムであって、前記基地局は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復
調するための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信
号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送
信し、前記端末は、前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信号と、前記制御信号
を受信し、前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照
信号を識別することを特徴とする。
【００２１】
　（１２）また、本発明の一態様による通信システムは、基地局が端末に対して第1の送
信モードまたは前記第１の送信モードとは異なる第２の送信モードを設定できる通信シス
テムであって、前記基地局は、前記端末に対して前記第２の送信モードを設定し、前記端
末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するための既知信号であるデータ信号復
調用参照信号と、前記第２の送信モードに対応するフォーマットを用いて前記データ信号
復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する
制御信号を送信し、前記端末は、前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信号と、
前記制御信号を受信し、前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づいて、前記データ信
号復調用参照信号を識別することを特徴とする。
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【００２２】
　（１３）また、本発明の一態様による通信システムは、基地局と端末が通信を行う通信
システムであって、前記基地局は、Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を用いる第３の制御信号と、前記
第３の制御信号を復調するための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記デー
タ信号復調用参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構
成する第１の制御信号または第２の制御信号を送信し、前記端末は、前記第３の制御信号
と、前記データ信号復調用参照信号と、前記第１の制御信号または前記第２の制御信号を
受信し、前記第１の制御信号または前記第２の制御信号に含まれる前記制御情報に基づい
て、前記データ信号復調用参照信号を識別することを特徴とする。
【００２３】
　（１４）また、本発明の一態様による通信方法は、端末と通信を行う基地局の通信方法
であって、前記基地局は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するた
めの既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含ま
れるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を送信するス
テップを有することを特徴とする。
【００２４】
　（１５）また、本発明の一態様による通信方法は、基地局と通信を行う端末の通信方法
であって、前記端末は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信号を復調するため
の既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用参照信号に含まれ
るスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する制御信号を受信するステ
ップと、前記制御情報に基づいて、前記データ信号復調用参照信号を識別するステップを
有することを特徴とする。
【００２５】
　（１６）また、本発明の一態様による通信方法は、基地局と端末が通信を行う通信シス
テムの通信方法であって、前記基地局は、前記端末に対するデータ信号と、前記データ信
号を復調するための既知信号であるデータ信号復調用参照信号と、前記データ信号復調用
参照信号に含まれるスクランブル符号を生成するための制御情報を含んで構成する制御信
号を送信するステップと、前記端末は、前記データ信号と、前記データ信号復調用参照信
号と、前記制御信号を受信するステップと、前記制御信号に含まれる前記制御情報に基づ
いて、前記データ信号復調用参照信号を識別するステップを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２６】
　この発明によれば、基地局と端末が通信する無線通信システムにおいて、基地局から送
信されるデータ信号復調用参照信号を効率的にサポートすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るヘテロジーニアスネットワーク構成を用いる無線
通信システムにおけるマルチセル通信を行う一例を示す概略図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係るヘテロジーニアスネットワーク構成を用いる無線
通信システムにおけるシングルセル通信を行う一例を示す概略図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係る基地局の構成を示す概略ブロック図である。
【図４】本発明の第１の実施形態に係る端末の構成を示す概略ブロック図である。
【図５】基地局がマッピングする信号の一例を示す図である。
【図６】データ信号復調用参照信号におけるアンテナポートに対する直交符号を示す図で
ある。
【図７】基地局の端末に対する制御情報の通知方法の一例を示す図である。
【図８】１つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御情
報の一例を示す図である。
【図９】１つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御情
報の別の一例を示す図である。
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【図１０】２つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御
情報の一例を示す図である。
【図１１】２つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御
情報の別の一例を示す図である。
【図１２】本発明の第２の実施形態に係る下りリンクにおけるリソースの例を示す図であ
る。
【図１３】ヘテロジーニアスネットワーク構成を用いた無線通信システムの概要図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　（第１の実施形態）
　以下、本発明の第１の実施形態について説明する。本第１の実施形態における通信シス
テムは、基地局（送信装置、セル、送信点、送信アンテナ群、送信アンテナポート群、コ
ンポーネントキャリア、ｅＮｏｄｅＢ）として、プライマリー基地局（マクロ基地局、第
１の基地局、第１の通信装置、サービング基地局、アンカー基地局、第１のコンポーネン
トキャリア）およびセカンダリー基地局（ＲＲＨ、ピコ基地局、フェムト基地局、Ｈｏｍ
ｅ　ｅＮｏｄｅＢ、第２の基地局装置、協調基地局群、協調基地局セット、第２の通信装
置、協調基地局、第２のコンポーネントキャリア）、端末（端末装置、移動端末、受信点
、受信端末、受信装置、第３の通信装置、受信アンテナ群、受信アンテナポート群、ＵＥ
）を備える。なお、セカンダリー基地局は複数であってもよい。また、プライマリー基地
局とセカンダリー基地局は、ヘテロジーニアスネットワーク構成を用いており、セカンダ
リー基地局のカバレッジの一部または全部は、プライマリー基地局のカバレッジに含まれ
、端末に対してマルチセル通信やシングルセル通信を行うことができる。以下では、プラ
イマリー基地局およびセカンダリー基地局は、同一周波数のリソース（リソースブロック
）を用いて通信を行う場合を考える。
【００２９】
　図１は、本発明の第１の実施形態に係るヘテロジーニアスネットワーク構成を用いる無
線通信システムにおけるマルチセル通信を行う一例を示す概略図である。図１では、端末
１０４がセカンダリー基地局１０２のセルエッジ領域（境界領域）に位置しており、プラ
イマリー基地局１０１およびセカンダリー基地局１０２からのマルチセル通信を行う。
【００３０】
　ここで、マルチセル通信とは、複数の基地局が互いに協調して、端末に対するデータ信
号や制御信号などの信号を通信することを表す。例えば、ＣｏＭＰ通信が含まれる。具体
的には、複数の基地局から同一の信号を端末に送信するジョイント送信（Ｊｏｉｎｔ　ｔ
ｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ、Ｊｏｉｎｔ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）、端末に対する信号を送
信する基地局を動的に切り替える動的基地局選択（Ｄｙｎａｍｉｃ　ｃｅｌｌ　ｓｅｌｅ
ｃｔｉｏｎ）、基地局間で協調してビームフォーミングを行うことで互いに干渉を低減さ
せる協調ビームフォーミング（Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｄ　Ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ）、基
地局間で協調してスケジューリングを行うことで互いに干渉を低減させる協調スケジュー
リング（Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｄ　Ｓｃｈｅｄｕｌｉｎｇ）などが含まれる。
【００３１】
　図１では、その一例としてジョイント送信を行う場合を示している。端末１０４は、プ
ライマリー基地局１０１と端末１０４との間の下りリンク１０５およびセカンダリー基地
局１０２と端末１０４との間の下りリンク１０６を通じて、端末１０４宛のデータ信号を
受信する。また、端末１０４宛のデータ信号は、データ信号復調用参照信号が多重される
。このとき、プライマリー基地局１０１が送信するデータ信号復調用参照信号とセカンダ
リー基地局１０２が送信するデータ信号復調用参照信号は同一であることが好ましい。
【００３２】
　図２は、本発明の第１の実施形態に係るヘテロジーニアスネットワーク構成を用いる無
線通信システムにおけるシングルセル通信を行う一例を示す概略図である。図２では、端
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末２０４がプライマリー基地局１０１からのシングルセル通信を行い、端末２０５がセカ
ンダリー基地局１０２からのシングルセル通信を行う。プライマリー基地局１０１は、端
末２０４宛のデータ信号にデータ信号復調用参照信号を多重して、下りリンク２０６を通
じて送信する。セカンダリー基地局１０２は、端末２０５宛のデータ信号にデータ信号復
調用参照信号を多重して、下りリンク２０７を通じて送信する。
【００３３】
　ここで、シングルセル通信とは、単一の基地局が、端末に対するデータ信号や制御信号
などの信号を通信することを表す。例えば、後方互換性を保持する通信システムにおいて
規定される従来の送信モードに含まれる通信方法が用いられる。
【００３４】
　また、端末２０４宛の信号と端末２０５宛の信号は、同一の周波数領域および時間領域
のリソース（リソースブロック）を用いて送信される場合、互いに同一チャネル干渉とな
る。すなわち、下りリンク２０６を通じて送信される信号は端末２０５に対して干渉を与
えることになり、下りリンク２０７を通じて送信される信号は端末２０４に対して干渉を
与えることになる。ここで、端末２０４宛のデータ信号と端末２０５宛のデータ信号は、
一般に異なっているため、互いに相関が低くなる。そのため、端末２０４および端末２０
５は、それぞれ干渉となるデータ信号を白色雑音として扱うことができる。しかしながら
、端末２０４宛のデータ信号に多重されるデータ信号復調用参照信号と端末２０５宛のデ
ータ信号に多重されるデータ信号復調用参照信号が、同一の場合、互いに相関が高くなる
。端末２０４および端末２０５において、それぞれデータ信号を復調するための伝送路状
況の推定精度が大幅に劣化することになる。そのため、プライマリー基地局１０１が送信
するデータ信号復調用参照信号とセカンダリー基地局１０２が送信するデータ信号復調用
参照信号は異なることが好ましい。
【００３５】
　なお、各基地局は、各端末に送信するデータ信号に対して、それぞれの下りリンクの伝
送路状況に応じた適応制御を行うことができる。プライマリー基地局１０１およびセカン
ダリー基地局１０２は、それぞれの基地局に固有の伝送路状況測定用参照信号を送信する
。各端末は、プライマリー基地局１０１およびセカンダリー基地局１０２における伝送路
状況測定用参照信号の一部または全部を用いることによって、下りリンクの伝送路状況を
推定する。各端末は、推定した伝送路状況に基づいて、適応制御を行なうための情報（フ
ィードバック情報）を生成する。各端末は、上りリンクを用いて、そのフィードバック情
報をプライマリー基地局１０１またはセカンダリー基地局１０２に送信する。セカンダリ
ー基地局１０２がフィードバック情報を受信した場合、セカンダリー基地局１０２は、光
ファイバやリレー技術等を用いた回線（Ｘ２インターフェース）１０３を通じて、プライ
マリー基地局１０１に送信する。プライマリー基地局１０１は、各端末からのフィードバ
ック情報に基づいて、各端末に対するデータ信号の適応制御やスケジューリングを行い、
制御情報を生成する。プライマリー基地局１０１は、回線１０３を通じて、その制御情報
をセカンダリー基地局１０２に送信する。その制御情報に基づいて、プライマリー基地局
１０１とセカンダリー基地局１０２は、各端末に対してマルチセル通信やシングルセル通
信を行う。
【００３６】
　図３は、本発明の第１の実施形態に係る基地局の構成を示す概略ブロック図である。こ
こで、図３に示す基地局は、プライマリー基地局１０１やセカンダリー基地局１０２を含
む。図３において、基地局は、上位レイヤー３０１、データ信号生成部３０２、データ信
号復調用参照信号多重部３０３、送信信号生成部３０４、送信部３０５を備えている。
【００３７】
　上位レイヤー３０１は、各端末に対する情報データをデータリンク層等の上位レイヤー
から出力する。このとき、上位レイヤーや物理層における各種制御情報（適応制御情報、
スケジューリング情報、基地局情報、端末情報等を含む）は基地局内で共有されている。
さらに、プライマリー基地局１０１およびセカンダリー基地局１０２の間（複数のプライ
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マリー基地局間や複数のセカンダリー基地局間も含む）において、回線１０３を通じて互
いに各種制御情報が共有されることができる。
【００３８】
　データ信号生成部３０２は、入力された情報データに対して、スクランブル処理、符号
化処理、変調処理、レイヤーマッピング処理などを行い、データ信号を生成する。なお、
データ信号生成部３０２は、コードワードと呼ぶ情報データの単位毎に、スクランブル処
理、符号化処理、変調処理を行う。例えば、基地局は、各端末に対して、最大２つのコー
ドワードを送信することができる。
【００３９】
　データ信号復調用参照信号多重部３０３は、生成されたデータ信号に対して、データ信
号復調用参照信号を多重する。このとき、データ信号復調用参照信号は、データ信号のレ
イヤー数（ランク数、空間多重数）に応じて、符号分割多重（ＣＤＭ；Ｃｏｄｅ　Ｄｉｖ
ｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）および／または周波数分割多重（ＦＤＭ；Ｆｒ
ｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ）される。まず、データ
信号復調用参照信号は、ＣＤＭするために直交符号として、レイヤー数に応じて、２チッ
プまたは４チップのＷａｌｓｈ符号を用いる。さらに、用いられるＷａｌｓｈ符号に対し
て、スクランブル符号が重畳される。このスクランブル符号は、Ｇｏｌｄ符号等による擬
似ランダム系列が用いられる。また、このスクランブル符号を生成するための初期値が与
えられる。そのため、データ信号復調用参照信号多重部３０３は、スクランブル符号の初
期値が入力される。データ信号復調用参照信号多重部３０３は、入力されたスクランブル
符号の初期値を用いて、スクランブル符号を生成する。本実施形態におけるデータ信号復
調用参照信号の詳細は後述される。
【００４０】
　送信信号生成部３０４は、データ信号およびデータ信号復調用参照信号に対して、位相
回転やビームフォーミングなどを行うためのプレコーディング処理などを行う。ここで、
プレコーディング処理は、端末が効率よく受信できるように（例えば、受信電力が最大に
なるように、または隣接セルからの干渉が小さくなるように、または隣接セルへの干渉が
小さくなるように）、生成する信号に対して位相回転などを行うことが好ましい。また、
予め決められたプレコーディング行列による処理、ＣＤＤ（Ｃｙｃｌｉｃ　Ｄｅｌａｙ　
Ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ）等の送信ダイバーシチを用いることができる。
【００４１】
　また、送信信号生成部３０４は、プレコーディング処理の後、基地局が決定したスケジ
ューリング情報に基づいて、ＰＤＳＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｓｈａ
ｒｅｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ）を用いて、所定のリソースブロック（リソースエレメント）に
マッピングする。さらに、送信信号生成部３０４は、端末に対する制御情報を通知するた
めの制御信号を生成し、ＰＤＣＣＨ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒ
ｏｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ）を用いて、所定のリソースエレメントにマッピングする。本実施
形態における制御信号の詳細は後述される。
【００４２】
　送信部３０５は、ＩＦＦＴ（Ｉｎｖｅｒｓｅ　Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓ
ｆｏｒｍ）やガードインターバルの付加等を行った後、少なくとも１つの送信アンテナ数
（送信アンテナポート数）の送信アンテナから送信する。
【００４３】
　図４は、本発明の第１の実施形態に係る端末の構成を示す概略ブロック図である。ここ
で、図４に示す端末は、端末１０４、端末２０４、端末２０５を含む。図４において、端
末は、受信部４０１、受信信号処理部４０２、伝送路推定部４０３、データ信号処理部４
０４、上位レイヤー４０５を備えている。
【００４４】
　受信部４０１は、少なくとも１つの受信アンテナ数（受信アンテナポート数）の受信ア
ンテナにより、基地局がマルチセル通信またはシングルセル通信により送信した信号を受
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信する。
【００４５】
　受信信号処理部４０２は、付加されたガードインターバルを除去し、高速フーリエ変換
（ＦＦＴ；Ｆａｓｔ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）などにより時間周波数変換
処理を行い、周波数領域の信号に変換する。また、受信信号処理部４０２は、基地局がマ
ッピングした制御信号、データ信号およびデータ信号復調用参照信号をデマッピング（分
離）する。受信信号処理部４０２は、制御信号の中から、自分の端末宛の制御信号を探索
し、自分の端末宛の制御情報を識別する。その制御情報は、端末内に共有され、データ信
号の復調等に用いられる。
【００４６】
　伝送路推定部４０３は、データ信号復調用参照信号を用いて、データ信号を復調するた
めの伝送路状況を推定する。ここで、伝送路推定部４０３には、基地局で用いられたスク
ランブル符号の初期値が入力される。この初期値に基づいて、スクランブル符号が生成さ
れ、データ信号復調用参照信号は、デスクランブル処理が行われる。デスクランブル処理
されたデータ信号復調用参照信号は、データ信号のレイヤー数に応じて、２チップまたは
４チップのＷａｌｓｈ符号に対して逆拡散処理され、伝送路推定値が生成される。ここで
、基地局で用いられたスクランブル符号の初期値の通知方法は後述される。
【００４７】
　伝送路推定処理では、各レイヤー（ランク、空間多重）に対する、それぞれのリソース
エレメントにおける振幅と位相の変動（周波数応答、伝達関数）を推定（伝送路推定）し
、伝送路推定値を求める。なお、データ信号復調用参照信号がマッピングされていないリ
ソースエレメントは、データ信号復調用参照信号がマッピングされたリソースエレメント
に基づいて、周波数方向および時間方向に補間し、伝送路推定を行う。
【００４８】
　データ信号処理部４０４は、入力されたデータ信号および推定された伝送路推定値に基
づいて、伝送路変動に対する補償処理（フィルタ処理）を行う。伝送路補償処理されたデ
ータ信号は、識別された制御情報に基づいて、レイヤーデマッピング処理、復調処理、デ
スクランブル処理、復号処理などを行い、上位レイヤー４０５に出力する。伝送路補償処
理では、入力されたデータ信号に対して、推定された伝送路推定値を用いて、伝送路補償
を行い、レイヤー毎のデータ信号を検出（復元）する。その検出方法としては、ＺＦ（Ｚ
ｅｒｏ　Ｆｏｒｃｉｎｇ）基準やＭＭＳＥ（Ｍｉｎｉｍｕｍ　Ｍｅａｎ　Ｓｑｕａｒｅ　
Ｅｒｒｏｒ）基準の等化、干渉除去などを用いることができる。レイヤーデマッピング処
理では、レイヤー毎の信号をそれぞれのコードワードにデマッピング処理を行う。以降、
コードワード毎に処理を行う。復調処理では、用いた変調方式に基づいて復調を行う。デ
スクランブル処理では、用いたスクランブル符号に基づいて、デスクランブル処理を行う
。復号処理では、施した符号化方法に基づいて、誤り訂正復号処理を行う。
【００４９】
　図５は、基地局がマッピングする信号の一例を示す図である。図５は、データ信号復調
用参照信号、データ信号、制御信号をマッピングした１つのリソースブロックペアを示し
ている。また、図５は、１つのサブフレーム内の２つのリソースブロックを表しており、
１つのリソースブロックは周波数方向に１２のサブキャリアと時間方向に７のＯＦＤＭシ
ンボルで構成される。１つのＯＦＤＭシンボルのうち、それぞれのサブキャリアをリソー
スエレメントと呼ぶ。それぞれのサブフレームのうち、時間方向に前後の７つのＯＦＤＭ
シンボルをそれぞれスロットと呼ぶ。１つのサブフレームに含まれる連続する２つのリソ
ースブロックをリソースブロックペアと呼ぶ。
【００５０】
　ここで、リソースブロックは、通信システムが用いる周波数帯域幅（システム帯域幅）
に応じて、その数を変えることができる。例えば、６～１１０個のリソースブロックを用
いることができ、それを１単位としてコンポーネントキャリアとも呼ぶ。さらに、周波数
アグリゲーションにより、全システム帯域幅を１１０個以上にすることも可能である。つ
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まり、連続または非連続な最大５つのコンポーネントキャリアを構成することができる。
また、プライマリー基地局１０１のコンポーネントキャリアとセカンダリー基地局のコン
ポーネントキャリアを周波数アグリゲーションとして、端末は設定されることもできる。
【００５１】
　図５では、先頭の３つのＯＦＤＭシンボルはＰＤＣＣＨ領域として、制御信号はＰＤＣ
ＣＨ領域のリソースエレメントにマッピングされる。データ信号復調用参照信号は、斜線
で網掛けしたリソースエレメントにマッピングされる。データ信号復調用参照信号は、Ｃ
ＤＭの単位に応じて、リソースエレメントが異なるようにマッピングされる。データ信号
は、白く塗りつぶしたリソースエレメントにマッピングする。なお、図５に図示したリソ
ースエレメントには、伝送路状況測定用参照信号（ＣＳＩ－ＲＳ；Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔ
ａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ－ＲＳ、ゼロパワー（ミューティング）も含む）やセル
固有参照信号（ＣＲＳ；Ｃｅｌｌ－ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ＲＳ）等もマッピングされること
ができる。
【００５２】
　以下では、データ信号復調用参照信号の詳細を説明する。データ信号復調用参照信号は
、まずＷａｌｓｈ符号を用いた直交符号がマッピングされ、その後にＧｏｌｄ符号を用い
たスクランブル符号が重畳される。
【００５３】
　図６は、データ信号復調用参照信号におけるアンテナポートに対する直交符号を示す図
である。図６では、アンテナポートの番号は、７～１４で規定される。また、最大レイヤ
ー数を８とし、レイヤー数に応じて、用いるアンテナポートの番号が異なる。具体的には
、レイヤー数が８の場合、アンテナポート７～１４が用いられる。レイヤー数が８未満の
場合、アンテナポート７～１４の一部が用いられる。例えば、レイヤー数が４の場合、ア
ンテナポート７～１０が用いられ、レイヤー数が１の場合、アンテナポート７または８の
いずれかが用いられる。
【００５４】
　また、データ信号復調用参照信号は、多重されるデータ信号のレイヤー数に応じて、マ
ッピングされるリソースエレメントの数やマッピングする系列を変えることができる。レ
イヤー数が１～２の場合、Ｄ１で示したＣＤＭグループ１のリソースエレメントに２チッ
プの直交符号がマッピングされる。レイヤー数が３～４の場合、レイヤー数が１～２の場
合にマッピングした直交符号に加えて、Ｄ２で示したＣＤＭグループ２のリソースエレメ
ントに２チップの直交符号がマッピングされる。レイヤー数が５～８の場合、Ｄ１で示し
たＣＤＭグループ１およびＤ２で示したＣＤＭグループ２のリソースエレメントに４チッ
プの直交符号がマッピングされる。
【００５５】
　次に、データ信号復調用参照信号はスクランブル符号が重畳される。また、スクランブ
ル符号は、各アンテナポートで同一の系列が用いられる。スクランブル符号は以下の式で
定義される系列ｒ（ｍ）により与えられる。
【数１】

ただし、ＮＲＢ
ｍａｘ，ＤＬは下りリンクにおける最大のリソースブロック数を示し、例

えば１１０とすることができる。
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【００５６】
　また、ｃ（ｎ）はＧｏｌｄ符号であり、以下の式で定義される。
【数２】

ただし、Ｎｃは定数であり、例えば１６００とすることができる。
【００５７】
　また、１番目のＭ系列の初期値は以下の式で定義される。
【数３】

【００５８】
　また、２番目のＭ系列の初期値は以下の式で定義される。
【数４】

【数５】

ただし、ｎｓは無線フレーム内のスロット番号である。ＮＩＤ
ｃｅｌｌはセルＩＤ（Ｉｄ

ｅｎｔｉｔｙ）であり、基地局（セル）に固有の番号である。
【００５９】
　ここで、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリー基地局およびセカ
ンダリー基地局は、それぞれ異なるセルＩＤを設定することもできる（Ｄｉｆｆｅｒｅｎ
ｔ　ｃｅｌｌ　ＩＤ）。また、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリ
ー基地局およびセカンダリー基地局の全部または一部が同一のセルＩＤを設定されること
もできる（Ｓｈａｒｅｄ　ｃｅｌｌ　ＩＤ、Ｓａｍｅ　ｃｅｌｌ　ＩＤ）。
【００６０】
　また、ｎＳＣＩＤはスクランブルＩＤ（Ｉｄｅｎｔｉｔｙ）であり、ＰＤＣＣＨシグナ
リングまたはＲＲＣ（Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）シグナリングに
よって設定される。また、スクランブルＩＤは、設定されるレイヤー数に応じて、予め規
定しておくこともできる。ここで、ＰＤＣＣＨシグナリングは、物理レイヤーを通じて、
動的（アダプティブ）に端末へ通知される制御情報であり、ＰＤＣＣＨを通じて端末に通
知される。ＲＲＣシグナリングは、物理レイヤーよりも上位レイヤー（ＲＲＣレイヤー）
を通じて、準静的（セミスタティック）に端末へ通知される制御情報である。また、ＰＤ
ＣＣＨシグナリングによる制御情報は、ＲＲＣシグナリングによる制御情報よりも短い周
期で通知できる。なお、各シグナリングは、同一のチャネルを通じて、それぞれ異なる周
期で通知される制御情報とすることもできる。また、ｎＳＣＩＤは第１のスクランブルＩ
Ｄとも呼ばれる。また、ＰＤＣＣＨシグナリングにより通知される制御信号は第１の制御
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信号とも呼ばれ、ＲＲＣシグナリングにより通知される制御信号は第２の制御信号とも呼
ばれる。
【００６１】
　以下では、本発明における基地局の端末に対して設定する制御情報について説明する。
図７は、基地局の端末に対する制御情報の通知方法の一例を示す図である。
【００６２】
　基地局は、端末に対して、ＲＲＣシグナリングにより送信モードを設定する。本発明に
おける送信モードでは、基地局は、その端末に対してシングルセル通信および／またはマ
ルチセル通信を行うことができる。例えば、この送信モードは、後方互換性を保持する通
信システムにおいて定義される従来の送信モード（第１の送信モード）とは異なる新たな
送信モード（送信モード１０、第２の送信モード）として定義される。
【００６３】
　ここで、第１の送信モードは、従来から定義されている１つまたは複数の送信モードの
全部または一部である。例えば、第１の送信モードは、送信モード１～９として定義され
る。送信モード１はアンテナポート０を用いるシングルアンテナポート送信方式を用いる
送信モードである。送信モード２は送信ダイバーシチ方式を用いる送信モードである。送
信モード３は、循環遅延ダイバーシチ方式を用いる送信モードである。送信モード４は、
閉ループ空間多重方式を用いる送信モードである。送信モード５は、マルチユーザＭＩＭ
Ｏ方式を用いる送信モードである。送信モード６は、シングルアンテナポートを用いる閉
ループ空間多重方式を用いる送信モードである。送信モード７は、アンテナポート５を用
いるシングルアンテナポート送信方式を用いる送信モードである。送信モード８は、アン
テナポート７～８を用いる閉ループ空間多重方式を用いる送信モードである。送信モード
９は、アンテナポート７～１４を用いる閉ループ空間多重方式を用いる送信モードである
。
【００６４】
　また、第２の送信モードは、第１の送信モードとは異なる送信モードとして定義され、
例えば、送信モード１０として定義される。例えば、送信モード１０は、マルチセル通信
方式を用いる送信モードとすることができる。また、送信モード１０は、送信モード１～
９で示した全部または一部の通信方式に加えて、マルチセル通信方式を用いる送信モード
とすることができる。例えば、送信モード１０は、送信モード９で示した通信方式に加え
て、マルチセル通信方式を用いる送信モードとすることができる。また、送信モード１０
は、複数の伝送路状況測定用参照信号を設定することができる送信モードとすることがで
きる。なお、基地局は、複数の送信方式を用いることができる送信モード１０に設定した
端末に対して、データ信号を送信するに際し、複数の送信方式のいずれかを用いたことを
通知しなくても通信できる。すなわち、端末は、複数の送信方式を用いることができる送
信モード１０に設定されたとしても、データ信号を受信するに際し、複数の送信方式のい
ずれかを用いたことが通知されなくても通信できる。
【００６５】
　次に、基地局は、端末に対して、ＲＲＣシグナリングによりレポーティングモードを設
定する。本発明におけるレポーティングモードは、端末が下りリンクにおいて適応制御を
行うために、基地局に対して、フィードバック情報（レポーティング情報）を通知する方
法である。また、レポーティングモードは、送信モードに対応して定義されている。また
、レポーティングモードは、基地局毎（設定されるＣＳＩ－ＲＳ毎）に設定することもで
きるし、設定される複数の基地局の全部または一部に対して設定することもできる。なお
、レポーティングモードの設定は、送信モードの設定と同時に行うことができる。
【００６６】
　ここで、フィードバック情報が、基地局に対する推奨送信フォーマット情報である場合
を説明する。フィードバック情報は、基地局および端末共に既知の送信フォーマットが予
めインデックス化されているものとし、端末はその送信フォーマットを用いた情報をフィ
ードバックし、基地局はその情報を用いて適応制御する。具体的には、ＣＱＩ（Ｃｈａｎ
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ｎｅｌ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）は符号化率および変調方式を示す情報の
ため、それぞれ符号化処理および変調処理を制御できる。ＰＭＩ（Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　
Ｍａｔｒｉｘ　Ｉｎｄｅｘ）はプレコーディング行列を示す情報のため、プレコーディン
グ処理を制御できる。ＲＩ（Ｒａｎｋ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ）はレイヤー数を示す情報の
ため、レイヤーマッピング処理やコードワードを生成する上位層に対して制御できる。ま
た、リソースへのマッピングに関するフィードバック情報も含まれる場合、リソースエレ
メントマッピング処理に対して制御することもできる。さらに、端末は、マルチセル通信
を行うためのフィードバック情報（複数の基地局（設定されるＣＳＩ－ＲＳ）に基づいて
生成されるフィードバック情報）を通知する。例えば、複数の基地局間の位相差情報、マ
ルチセル通信時に好適なＲＩ、ＰＭＩ、ＣＱＩ等が通知される。
【００６７】
　さらに、基地局は、端末に対して、ＰＤＣＣＨシグナリングによりデータ信号復調用参
照信号を設定する。具体的には、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号
を生成するための初期値が設定される。ここで、ＰＤＣＣＨシグナリングを通じて設定さ
れる制御情報は、ＤＣＩ（Ｄｏｗｎｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ
）フォーマットによって定義される。例えば、このＤＣＩフォーマットは、後方互換性を
保持する通信システムにおいて定義される従来のＤＣＩフォーマット（第１のフォーマッ
ト）とは異なる新たなＤＣＩフォーマット（ＤＣＩフォーマット２Ｄ、第２のフォーマッ
ト）として定義される。すなわち、基地局は、端末に対して、ＤＣＩフォーマット２Ｄを
用いて、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号を生成するための初期値
を設定するための制御情報を通知する。
【００６８】
　また、ＤＣＩフォーマットは、設定される送信モードによってインプリシットに決めら
れることができる。例えば、従来の送信モードが設定された端末は、基地局から通知され
るＤＣＩフォーマットが従来のＤＣＩフォーマットであると認識し、基地局からの制御信
号から自分の端末宛の制御情報を検出する。また、送信モード１０が設定された端末は、
基地局から通知されるＤＣＩフォーマットがＤＣＩフォーマット２Ｄであると認識し、基
地局からの制御信号から自分の端末宛の制御情報を検出する。
【００６９】
　以下では、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号を生成するための初
期値を設定するための制御情報の通知方法の詳細を説明する。
【００７０】
　図８は、１つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御
情報の一例を示す図である。図８では、３ビットで実現される８つの状態（状態０～状態
７）を用いて、ランク数、送信アンテナポートの番号、スクランブルＩＤが通知される。
例えば、状態０は、ランク数が１、送信アンテナポートの番号が７、スクランブルＩＤが
０を示す。状態５は、ランク数が２、送信アンテナポートの番号が７～８、スクランブル
ＩＤが１を示す。状態７は、ランク数が４、送信アンテナポートの番号が７～１０を示す
。また、状態６および状態７では、スクランブルＩＤは予め規定しておき、例えばスクラ
ンブルＩＤは０とする。なお、ＲＲＣシグナリングにより、スクランブルＩＤは通知され
ることもできる。
【００７１】
　なお、図８に示す制御情報は、従来のシステムで用いられる制御情報との互換性を保つ
ように構成することもできる。例えば、従来のシステムで用いられる制御情報のうち、Ｒ
ｅｓｅｒｖｅｄとなっている状態（状態７）に、新たな状態が追加されてもよい。すなわ
ち、新たな状態である図８に示す状態５（ランク数が２、送信アンテナポートの番号が７
～８、スクランブルＩＤが１）は、Ｒｅｓｅｒｖｅｄとなっている状態（状態７）に追加
されてもよい。
【００７２】
　なお、図８に示す制御情報は、通知するスクランブルＩＤをＸとし、ＸはＲＲＣシグナ
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リングで通知したスクランブルＩＤを用いるように構成してもよい。例えば、Ｘは０～１
５のいずれかをＲＲＣシグナリングにより設定することができる。例えば、スクランブル
ＩＤが０および１に加えて、Ｘは制御情報に追加されることができる。また、スクランブ
ルＩＤが０または１のいずれかに代えて、Ｘが制御情報に設定されることができる。また
、スクランブルＩＤが０および１に代えて、Ｘ０およびＸ１が制御情報に設定されること
ができる。
【００７３】
　図８に示す制御情報を用いることによって、基地局は、端末に対して、ランク数が４ま
での通信と、スクランブルＩＤが設定できるランク数が２までの通信を効率的に設定でき
る。さらに、それらの通信は動的（ダイナミック）に設定できる。例えば、基地局は、端
末に対して、ランク数が４までのＳＵ－ＭＩＭＯとランク数が２までのＭＵ－ＭＩＭＯの
通信を効率的に設定できる。また、例えば、基地局は、端末に対して、ランク数が４まで
のシングルセル通信とランク数が２までのマルチセル通信を効率的に設定できる。
【００７４】
　図９は、１つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制御
情報の別の一例を示す図である。図９では、３ビットで実現される８つの状態（状態０～
状態７）を用いて、ランク数、送信アンテナポートの番号、スクランブルＩＤが通知され
る。例えば、状態０は、ランク数が１、送信アンテナポートの番号が７、スクランブルＩ
Ｄが０を示す。状態３は、ランク数が１、送信アンテナポートの番号が７、スクランブル
ＩＤが３を示す。状態７は、ランク数が４、送信アンテナポートの番号が７～１０、スク
ランブルＩＤが１を示す。
【００７５】
　なお、図９で示す制御情報のうち、状態０～状態５は、送信アンテナポートの番号が７
および８におけるスクランブルＩＤがそれぞれ０～２を示すように構成してもよい。例え
ば、状態０～２は、送信アンテナポートの番号が７であり、スクランブルＩＤがそれぞれ
０～２を示す。状態３～５は、送信アンテナポートの番号が８であり、スクランブルＩＤ
がそれぞれ０～２を示す。
【００７６】
　なお、図９で示す制御情報のうち、状態４～状態７は、それぞれランク数が１～４を示
すように構成してもよい。例えば、状態４は、ランク数が１、送信アンテナポートの番号
が８を示す。状態５～７は、それぞれランク数が２～４を示す。そのとき、スクランブル
ＩＤは、予め規定しておき、例えばスクランブルＩＤは０とする。なお、ＲＲＣシグナリ
ングにより、スクランブルＩＤは通知されることもできる。
【００７７】
　なお、図９に示す制御情報は、通知するスクランブルＩＤをＸとし、ＸはＲＲＣシグナ
リングで通知したスクランブルＩＤを用いるように構成してもよい。例えば、Ｘは０～１
５のいずれかをＲＲＣシグナリングにより設定することができる。例えば、スクランブル
ＩＤが０～３に加えて、Ｘは制御情報に追加されることができる。また、スクランブルＩ
Ｄが０～３のいずれかに代えて、Ｘが制御情報に設定されることができる。また、スクラ
ンブルＩＤが０～３の一部または全部に代えて、Ｘ０～Ｘ３が制御情報に設定されること
ができる。
【００７８】
　図９に示す制御情報を用いることによって、基地局は、端末に対して、設定できるスク
ランブルＩＤの数を増加させることができ、効率的にスケジューリングできる。また、図
９で示す制御情報が、低いランク数において、スクランブルＩＤの数を多くするように設
定することにより、基地局は、端末に対して、効率的に制御情報を通知できる。
【００７９】
　図１０は、２つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制
御情報の一例を示す図である。図１０では、３ビットで実現される８つの状態（状態０～
状態７）を用いて、ランク数、送信アンテナポートの番号、スクランブルＩＤが通知され
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る。例えば、状態０は、ランク数が２、送信アンテナポートの番号が７～８、スクランブ
ルＩＤが０を示す。状態３は、ランク数が２、送信アンテナポートの番号が７～８、スク
ランブルＩＤが３を示す。状態７は、ランク数が４、送信アンテナポートの番号が７～１
０、スクランブルＩＤが１を示す。
【００８０】
　なお、図１０に示す制御情報のうち、状態２および状態３で示す状態は、将来のシステ
ムで用いられる状態のためにそれぞれＲｅｓｅｒｖｅｄとすることができる。
【００８１】
　なお、図１０に示す制御情報は、通知するスクランブルＩＤをＸとし、ＸはＲＲＣシグ
ナリングで通知したスクランブルＩＤを用いるように構成してもよい。例えば、Ｘは０～
１５のいずれかをＲＲＣシグナリングにより設定することができる。例えば、スクランブ
ルＩＤが０～３に加えて、Ｘは制御情報に追加されることができる。また、スクランブル
ＩＤが０～３のいずれかに代えて、Ｘが制御情報に設定されることができる。また、スク
ランブルＩＤが０～３の一部または全部に代えて、Ｘ０～Ｘ３が制御情報に設定されるこ
とができる。
【００８２】
　図１０に示す制御情報を用いることによって、基地局は、端末に対して、設定できるス
クランブルＩＤの数を増加させることができ、効率的にスケジューリングできる。また、
図１０で示す制御情報が、低いランク数において、スクランブルＩＤの数を多くするよう
に設定することにより、基地局は、端末に対して、効率的に制御情報を通知できる。
【００８３】
　図１１は、２つのコードワードにおけるデータ信号復調用参照信号を設定するための制
御情報の別の一例を示す図である。図１１では、４ビットで実現される１６つの状態（状
態０～状態１５）を用いて、ランク数、送信アンテナポートの番号、スクランブルＩＤが
通知される。例えば、状態０は、ランク数が２、送信アンテナポートの番号が７～８、ス
クランブルＩＤが０を示す。状態５は、ランク数が４、送信アンテナポートの番号が７～
１０、スクランブルＩＤが１を示す。状態６～９は、それぞれランク数が５～８を示す。
なお、状態６～９におけるスクランブルＩＤは、それぞれ予め規定しておくこともでき、
例えばスクランブルＩＤは０とする。なお、ＲＲＣシグナリングにより、スクランブルＩ
Ｄは通知されることもできる。状態１０～１５は、将来のシステムで用いられる状態のた
めにそれぞれＲｅｓｅｒｖｅｄとする。
【００８４】
　なお、図１１で示す制御情報は、図１０で示す制御情報のように、低いランク数におい
て、スクランブルＩＤの数を多くするようにさらに設定することもできる。
【００８５】
　なお、図１１に示す制御情報は、通知するスクランブルＩＤをＸとし、ＸはＲＲＣシグ
ナリングで通知したスクランブルＩＤを用いるように構成してもよい。例えば、Ｘは０～
１５のいずれかをＲＲＣシグナリングにより設定することができる。例えば、スクランブ
ルＩＤが０および１に加えて、Ｘは制御情報に追加されることができる。また、スクラン
ブルＩＤが０または１のいずれかに代えて、Ｘが制御情報に設定されることができる。ま
た、スクランブルＩＤが０および１に代えて、Ｘ０およびＸ１が制御情報に設定されるこ
とができる。
【００８６】
　図１１に示す制御情報を用いることによって、基地局は、端末に対して、ランク数が８
までの通信と、スクランブルＩＤが設定できるランク数が４までの通信を効率的に設定で
きる。さらに、それらの通信は動的（ダイナミック）に設定できる。例えば、基地局は、
端末に対して、ランク数が８までのＳＵ－ＭＩＭＯとランク数が４までのＭＵ－ＭＩＭＯ
の通信を効率的に設定できる。また、例えば、基地局は、端末に対して、ランク数が８ま
でのシングルセル通信とランク数が４までのマルチセル通信を効率的に設定できる。
【００８７】
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　以下では、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号を生成するための初
期値を設定するための制御情報の通知方法の別の例を説明する。図８～図１１で説明した
制御情報では、１つの状態によって、ランク数、送信アンテナポートの番号、スクランブ
ルＩＤを示すジョイントコーディングを用いた。この通知方法では、スクランブルＩＤは
、ランク数および送信アンテナポートの番号と異なる独立した制御情報として構成される
。すなわち、スクランブルＩＤは、それ単体で制御情報として構成され、例えば、２ビッ
トによって０～３のいずれかを示す。また、このスクランブルＩＤを示す制御情報は、Ｒ
ＲＣシグナリングによって設定されることができる。また、このスクランブルＩＤを示す
制御情報は、ＤＣＩフォーマット２Ｄに含まれる制御情報として、ＰＤＣＣＨシグナリン
グによって設定されることができる。なお、このスクランブルＩＤを示す制御情報のうち
の１つまたは複数の状態は、ＲＲＣシグナリングで通知したスクランブルＩＤを用いるよ
うに構成してもよい。例えば、０～１５のいずれかがＲＲＣシグナリングによりそれぞれ
設定されることができる。
【００８８】
　以下では、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号を生成するための初
期値を設定する方法の別の例を説明する。この設定方法で用いられる２番目のＭ系列の初
期値ｃｉｎｉｔは以下の式で定義される。
【数６】

【００８９】
　ここで、ｎＸＩＤは、制御情報として、基地局から端末に対して通知されるパラメータ
であり、従来のシステムで用いられるｃｉｎｉｔに対して加算される。そのパラメータｎ

ＸＩＤは、他の制御情報とジョイントコーディングして通知されてもよく、それ単体の制
御情報として通知されてもよい。そのパラメータｎＸＩＤが他の制御情報とジョイントコ
ーディングして通知される場合、そのパラメータｎＸＩＤは、例えば、ランク数、送信ア
ンテナポートの番号、スクランブルＩＤ等の制御情報とジョイントコーディングされる。
また、そのパラメータｎＸＩＤがそれ単体の制御情報として通知される場合、そのパラメ
ータｎＸＩＤは、例えば、２ビットによって０～３のいずれかを示す。また、そのパラメ
ータｎＸＩＤを示す制御情報は、ＲＲＣシグナリングによって設定されることができる。
また、そのパラメータｎＸＩＤを示す制御情報は、ＤＣＩフォーマット２Ｄに含まれる制
御情報として、ＰＤＣＣＨシグナリングによって設定されることができる。なお、そのパ
ラメータｎＸＩＤを示す制御情報のうちの１つまたは複数の状態は、ＲＲＣシグナリング
で通知したスクランブルＩＤを用いるように構成してもよい。例えば、０～１５のいずれ
かがＲＲＣシグナリングによりそれぞれ設定されることができる。また、ｎＳＣＩＤは第
１のスクランブルＩＤとも呼ばれ、ｎＸＩＤは第２のスクランブルＩＤとも呼ばれる。
【００９０】
　また、スクランブルＩＤまたはパラメータｎＸＩＤは、他の制御情報等によりインプリ
シットに決定されることができる。例えば、スクランブルＩＤまたはパラメータｎＸＩＤ

は、セルＩＤと別に設定されるローカルセルＩＤによりインプリシットに決定される。こ
こで、ローカルセルＩＤは、マクロセルやＲＲＨに固有のパラメータであり、セル毎やＣ
ＳＩ－ＲＳ毎に設定される。また、スクランブルＩＤまたはパラメータｎＸＩＤは、ＣＳ
Ｉ－ＲＳによりインプリシットに決定され、例えばＣＳＩ－ＲＳを設定するための制御情
報（インデックス）により決定される。また、スクランブルＩＤまたはパラメータｎＸＩ

Ｄは、ＵＥに固有の番号（ｎＲＮＴＩ）によりインプリシットに決定される。スクランブ
ルＩＤまたはパラメータｎＸＩＤが他の制御情報等によりインプリシットに決定されるこ
とにより、基地局は端末に対する制御情報のオーバヘッドを低減しつつ、効率的なスケジ
ューリングができる。
【００９１】
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　以上のように、本実施形態で説明した方法を用いることにより、基地局は、端末に対し
て、効率的に制御情報を通知し、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号
の種類を増やすことができる。そのため、基地局は、端末に対して、効率的にスケジュー
リングや適応制御が行えるため、伝送効率を向上させることができる。
【００９２】
　また、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリー基地局およびセカン
ダリー基地局の全部または一部に同一のセルＩＤが設定される場合、本実施形態で説明し
た方法を用いることにより、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全部または
一部は、それぞれ異なる端末に対して割り当てるデータ信号復調用参照信号の干渉を低減
させることができる。そのため、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全部ま
たは一部は、それぞれ異なる端末に対して、同一のリソースを用いるデータ通信を効率的
に行うことができる。
【００９３】
　また、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリー基地局およびセカン
ダリー基地局の全部または一部にそれぞれ異なるセルＩＤが設定される場合、本実施形態
で説明した方法を用いることにより、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全
部または一部は、端末に対して、効率的にスケジューリングや適応制御が行えるため、伝
送効率を向上させることができる。
【００９４】
　（第２の実施形態）
　以下、本発明の第２の実施形態について説明する。本第２の実施形態における通信シス
テムで用いる制御情報は、第１の実施形態で説明したＰＤＣＣＨ領域のリソースを用いる
シグナリングに加えて、ＰＤＳＣＨ領域の一部のリソースを用いるシグナリングによって
通知される。本第２の実施形態における通信システムは、第１の実施形態における通信シ
ステムと同様である。以下では、第１の実施形態で説明した部分を説明する。
【００９５】
　図１２は、本発明の第２の実施形態に係る下りリンクにおけるリソースの例を示す図で
ある。図１２で示すリソースでは、第１の実施形態で説明したリソースのＰＤＣＣＨおよ
びＰＤＳＣＨに加えて、ＰＤＳＣＨ領域の一部をＸ－ＰＤＣＣＨとして、制御情報を通知
する領域が追加される。Ｘ－ＰＤＣＣＨの周波数方向の領域は、所定のリソースブロック
数の領域に割り当てられる。Ｘ－ＰＤＣＣＨの時間方向の領域は、そのサブフレーム内の
ＯＦＤＭシンボルのスタート位置により決定される。Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置は、
予め規定されており、例えばサブフレーム内の４番目のＯＦＤＭシンボルとする。また、
Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置は、基地局からのＲＲＣシグナリングにより通知され、準
静的に設定される。また、ＰＤＣＣＨが１番目と２番目のＯＦＤＭシンボルにより構成さ
れ、Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置が４番目のＯＦＤＭシンボルである場合、Ｘ－ＰＤＣ
ＣＨを構成するリソースブロック幅における３番目のＯＦＤＭシンボルは、ヌルにする。
また、前記ヌルにする領域には、別の制御信号を割り当てることができる。
【００９６】
　また、Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置がＰＤＣＣＨ領域に含まれる場合、基地局は、そ
のサブフレームについて、Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置をＰＤＣＣＨ領域に含まないよ
うに設定できる。また、Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置がＰＤＣＣＨ領域に含まれる場合
、端末は、そのサブフレームについて、Ｘ－ＰＤＣＣＨのスタート位置をＰＤＣＣＨ領域
に含まないように設定されているものと認識する。これにより、制御情報のオーバヘッド
を増やすことなく、効率的なデータ通信が実現できる。
【００９７】
　また、Ｘ－ＰＤＣＣＨは、所定の送信モード（例えば、送信モード１０、第２の送信モ
ード）に設定された端末に対する制御信号がマッピングされる。所定の送信モードに設定
された端末は、Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域から自分宛の制御信号を検出する。また、基地局は、
Ｘ－ＰＤＣＣＨを通じて、複数の端末に対する制御情報を通知することができる。また、
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基地局は、所定の送信モードに設定された端末に対する制御信号が、Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域
にあるか否かをＰＤＣＣＨシグナリングまたはＲＲＣシグナリングにより通知する。また
、Ｘ－ＰＤＣＣＨで通知される制御信号は、本発明の第１の実施形態で説明したＤＣＩフ
ォーマット（ＤＣＩフォーマット２Ｄ）と同様のフォーマットにより構成される。また、
Ｘ－ＰＤＣＣＨで通知される制御信号は、本発明の第１の実施形態で説明したＤＣＩフォ
ーマットと異なるフォーマット（例えば、ＤＣＩフォーマット２Ｅ）により構成される。
また、Ｘ－ＰＤＣＣＨを通じて通知される制御信号は、第３の制御信号とも呼ばれる。
【００９８】
　Ｘ－ＰＤＣＣＨ領域を含むリソースブロックには、本発明の第１の実施形態で説明した
データ信号復調用参照信号が同様に割り当てられる。すなわち、基地局は、端末に対して
、ＰＤＣＣＨシグナリングまたはＲＲＣシグナリングにより、データ信号復調用参照信号
を構成するスクランブル符号を通知する。その通知方法は、本発明の第１の実施形態で説
明した方法を用いることができる。
【００９９】
　以上のように、本実施形態で説明した方法を用いることにより、基地局は、端末に対す
る制御情報を通知できる領域を増やすことができる。さらに、基地局は、端末に対して、
効率的に制御情報を通知し、データ信号復調用参照信号を構成するスクランブル符号の種
類を増やすことができる。そのため、基地局は、端末に対して、効率的にスケジューリン
グや適応制御が行えるため、伝送効率を向上させることができる。
【０１００】
　また、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリー基地局およびセカン
ダリー基地局の全部または一部に同一のセルＩＤが設定される場合、本実施形態で説明し
た方法を用いることにより、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全部または
一部は、端末に対する制御情報を通知できる領域を増やすことができ、それぞれ異なる端
末に対して割り当てるデータ信号復調用参照信号の干渉を低減させることができる。その
ため、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全部または一部は、それぞれ異な
る端末に対して、同一のリソースを用いるデータ通信を効率的に行うことができる。
【０１０１】
　また、ヘテロジーニアスネットワーク構成に含まれるプライマリー基地局およびセカン
ダリー基地局の全部または一部にそれぞれ異なるセルＩＤが設定される場合、本実施形態
で説明した方法を用いることにより、プライマリー基地局およびセカンダリー基地局の全
部または一部は、端末に対する制御情報を通知できる領域を増やすことができ、端末に対
して効率的にスケジューリングや適応制御が行えるため、伝送効率を向上させることがで
きる。
【０１０２】
　なお、上記各実施形態では、フィードバック情報は、伝送路状況を示す情報を用いるこ
とができる。端末は、基地局からの伝送路状況測定用参照信号を用いて、基地局との伝送
路状況の情報をフィードバックする。その際、伝送路状況を示す情報は、固有値分解や量
子化などの様々な方法を用いて、情報量を削減してもよい。基地局では、フィードバック
された伝送路状況の情報を用いて、端末に対する制御を行う。例えば、基地局では、フィ
ードバックされた情報に基づいて、端末が受信したときの最適な受信ができるように符号
化率及び変調方式、レイヤー数、プレコーディング行列を決定でき、その方法は様々なも
のを用いることができる。
【０１０３】
　なお、上記各実施形態では、プライマリー基地局１０１およびセカンダリー基地局１０
２のマルチセル通信によりデータ信号が送信される場合でも、各端末は、セカンダリー基
地局１０２が協調通信していることを認識しなくても、データ信号の受信処理を行うこと
ができる。つまり、プライマリー基地局１０１は、端末１０４に対して、マルチセル通信
を行なっている場合でも、シングルセル通信を行うときに用いる制御情報を用いることが
できる。具体的には、プライマリー基地局１０１およびセカンダリー基地局１０２が端末
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１０４に対して同一のデータ信号を送信する場合、端末１０４はプライマリー基地局から
通知される制御情報をシングルセル通信の場合と同様の処理を行うことにより、特別な処
理を行うことなく受信処理ができる。
【０１０４】
　なお、上記各実施形態では、プライマリー基地局１０１とセカンダリー基地局１０２と
が協調して通信を行う場合について説明した。ここで言う基地局は、セルラーシステムに
おける物理的な基地局装置であってもよいのは勿論であるが、この他にもそれぞれにセル
を張りながら協調する送信装置（中継装置を含む）の組（第１の送信装置と第２の送信装
置）、あるいは互いに異なるアンテナポート（第１のポートと第２のポート）で伝送路状
況測定用参照信号を送信しながら協調する送信装置の組であれば、プライマリー基地局１
０１とセカンダリー基地局１０２とすることができ、上記各実施形態と同様の効果を得る
ことができる。例えば、プライマリー基地局１０１はセルラーシステムにおける基地局装
置であり、セカンダリー基地局１０１はプライマリー基地局１０２により制御され動作す
る送信装置（例えば、ＲＲＵ（Ｒｅｍｏｔｅ　Ｒａｄｉｏ　Ｕｎｉｔ）、ＲＲＥ（Ｒｅｍ
ｏｔｅ　Ｒａｄｉｏ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）、Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　ａｎｔｅｎｎａ
）とすることもできるし、逆にセカンダリー基地局１０２がセルラーシステムにおける基
地局装置であり、プライマリー基地局１０１はセカンダリー基地局１０２により制御され
動作する送信装置とすることもできる。または、プライマリー基地局１０１とセカンダリ
ー基地局１０２ともに、セルラーシステムにおける物理的な基地局装置により制御され動
作する送信装置であってもよい。
【０１０５】
　なお、上記各実施形態では、プライマリー基地局１０１とセカンダリー基地局１０２と
の協調通信について、主にセカンダリー基地局１０２がプライマリー基地局１０１に隣接
する場合を説明したが、これに限るものではない。例えば、ヘテロジーニアスネットワー
クのようにプライマリー基地局１０１の通信エリアとセカンダリー基地局１０２の通信エ
リアが全部または一部がオーバーラップしている場合でも、上記各実施形態で説明した同
様の効果が得られる。その際、それぞれの基地局のコンポーネントキャリア（キャリア周
波数）は全部または一部がオーバーラップしてもよい。具体的には、プライマリー基地局
１０１をマクロセルとし、セカンダリー基地局１０２をピコセルやフェムトセル（Ｈｏｍ
ｅ　ｅＮｏｄｅＢ）などのマクロセルの通信エリアよりも小さい通信エリアが、プライマ
リー基地局１０１の通信エリア内にオーバーラップする場合でも適用できる。
【０１０６】
　なお、上記各実施形態では、情報データ信号、制御情報信号、ＰＤＳＣＨ、ＰＤＣＣＨ
および参照信号のマッピング単位としてリソースエレメントやリソースブロックを用い、
時間方向の送信単位としてサブフレームや無線フレームを用いて説明したが、これに限る
ものではない。任意の周波数と時間で構成される領域および時間単位をこれらに代えて用
いても、同様の効果を得ることができる。なお、上記各実施形態では、プレコーディング
処理されたＲＳを用いて復調する場合について説明し、プレコーディング処理されたＲＳ
に対応するポートとして、ＭＩＭＯのレイヤーと等価であるポートを用いて説明したが、
これに限るものではない。この他にも、互いに異なる参照信号に対応するポートに対して
、本発明を適用することにより、同様の効果を得ることができる。例えば、Ｐｒｅｃｏｄ
ｅｄ　ＲＳではなくＵｎｐｒｅｃｏｄｅｄ　ＲＳを用い、ポートとしては、プリコーディ
ング処理後の出力端と等価であるポートあるいは物理アンテナ（あるいは物理アンテナの
組み合わせ）と等価であるポートを用いることができる。
【０１０７】
　本発明に関わるプライマリー基地局１０１、セカンダリー基地局１０２および端末１０
４で動作するプログラムは、本発明に関わる上記実施形態の機能を実現するように、ＣＰ
Ｕ等を制御するプログラム（コンピュータを機能させるプログラム）である。そして、こ
れら装置で取り扱われる情報は、その処理時に一時的にＲＡＭに蓄積され、その後、各種
ＲＯＭやＨＤＤに格納され、必要に応じてＣＰＵによって読み出し、修正・書き込みが行
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なわれる。プログラムを格納する記録媒体としては、半導体媒体（例えば、ＲＯＭ、不揮
発性メモリカード等）、光記録媒体（例えば、ＤＶＤ、ＭＯ、ＭＤ、ＣＤ、ＢＤ等）、磁
気記録媒体（例えば、磁気テープ、フレキシブルディスク等）等のいずれであってもよい
。また、ロードしたプログラムを実行することにより、上述した実施形態の機能が実現さ
れるだけでなく、そのプログラムの指示に基づき、オペレーティングシステムあるいは他
のアプリケーションプログラム等と共同して処理することにより、本発明の機能が実現さ
れる場合もある。
【０１０８】
　また市場に流通させる場合には、可搬型の記録媒体にプログラムを格納して流通させた
り、インターネット等のネットワークを介して接続されたサーバコンピュータに転送した
りすることができる。この場合、サーバコンピュータの記憶装置も本発明に含まれる。ま
た、上述した実施形態におけるプライマリー基地局１０１、セカンダリー基地局１０２お
よび端末１０４の一部、または全部を典型的には集積回路であるＬＳＩとして実現しても
よい。プライマリー基地局１０１、セカンダリー基地局１０２および端末１０４の各機能
ブロックは個別にチップ化してもよいし、一部、または全部を集積してチップ化してもよ
い。また、集積回路化の手法はＬＳＩに限らず専用回路、または汎用プロセッサで実現し
ても良い。また、半導体技術の進歩によりＬＳＩに代替する集積回路化の技術が出現した
場合、当該技術による集積回路を用いることも可能である。
【０１０９】
　以上、この発明の実施形態に関して図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこ
の実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等も含
まれる。また、本発明は、請求項に示した範囲で種々の変更が可能であり、異なる実施形
態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて得られる実施形態についても本発
明の技術的範囲に含まれる。また、上記各実施形態に記載された要素であり、同様の効果
を奏する要素同士を置換した構成も含まれる。
【産業上の利用可能性】
【０１１０】
　本発明は、無線基地局装置や無線端末装置や無線通信システムや無線通信方法に用いて
好適である。
【符号の説明】
【０１１１】
１０１　プライマリー基地局
１０２　セカンダリー基地局
１０３　回線
１０４、２０４、２０５　端末
１０５、１０６、２０６、２０７　下りリンク
３０１、４０５　上位レイヤー
３０２　データ信号生成部
３０３　データ信号復調用参照信号多重部
３０４　送信信号生成部
３０５　送信部
４０１　受信部
４０２　受信信号処理部
４０３　伝送路推定部
４０４　データ信号処理部
１３０１　マクロ基地局
１３０２、１３０３　RRH
１３０４　端末
１３０５、１３０６、１３０７　カバレッジ
１３０８、１３０９　回線
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